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はじめに
１９６５年韓日の修交が始まってからの新しい５０年
は，両国間の歴史上最も成功的な協力と交流の時
期だったと評価されるであろう。韓日国交修交が
なされた１９６５年両国の相互訪問者は１万人にもな
らなかった。２００４年には，両国間の訪問者は一日
に１万人を越えたのである（図表１参照）。２０１２
年には両国間の訪問者数が５５０万人を突破し，両
国の貿易規模は韓国貿易協会と韓国関税庁による
と，１９６５年６月２２日の韓日国交正常化以降，今年
４月までの日本からの輸入額は合計１兆１０３１ドル，
輸出額は合計６１４４億ドルで，日本は１９６５年韓日協
定以後５０年間の韓国との貿易で約５１６４億ドルの累
積貿易黒字を上げた（図表２参照）。
また，日本映画が韓国で上映され，「ヨン様」「韓
流」ブームが起こり，韓国ドラマが日本でも人気
を得ている。一方，島根県の「竹島の日条例制定」，
歴史教科書問題，政治指導者の靖国神社参拝など
で屈折した歴史認識で最近反日・嫌韓の雰囲気が
醸成されているのも事実で２０１３年２７５万名と２０１４
年２２８万名はいずれも大幅な前年割れとなったが
２０１６年を通じて２３０万人に達した。ただ，この数
値は前年と比べ４６万人増（＋２５％）と大きく回復
している。反面韓国人訪日者の数は１４年２７５．５万
名から１５年４００．２万名，１６年５０９万名と訪韓日本人
数の倍以上の訪日数が急増加している。両国間の
このような葛藤にもかかわらず，過去５０年間着実
に成長ある両国国民の間の交流と協力の基盤は揺
れることなく継続されている。政府対政府の関係
を跳び越える国民と国民の間の交流と協力こそが，
東北アジアの平和と繁栄を保障する両国の共同資
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産であるだろう。特に，グローバル時代に韓日両
国の企業が率先して緊密な関係性を持続的・発展
的に構築していくために，お互いが目前の利害関
係に偏らずに，長いスパンで物事を見て大きい絵
を描くことが必要である。このような観点で韓日
企業間の戦略的互恵関係の展開の現況と展望を考
察してみることにする。
 韓日経済協力関係の形成発展
１ 請求権資金と借款による経済発展
１９６５年，韓日国交正常化を果たすと同時に，有
償と無償（請求権資金）で日本から韓国への計５
億ドルの経済協力を盛り込んだ請求権協定を締結
した。韓国はこの資金を浦項総合製鉄（現ポスコ）
の設立や，ソウルと釜山を結ぶ高速道路の建設な
ど社会間接資本に投資，後に漢江の奇跡と呼ばれ
る経済成長の基礎になった。１９７３年６月９日に建
設された「浦項総合製鉄」は，日本の経済協力資
金約１億２０００万ドルを中心に建てられた。高炉の
技術は，日本の富士製鉄，八幡製鉄（後に統合し
て新日鉄，現新日鉄住金）と日本鋼管（現 JFE
グループ）の協力によって行われた。１９８３年，粗
鋼生産能力９１０万トン規模の浦項製鉄所を完成さ
せた。１９８５年からは全羅南道光陽市に最新鋭の製
鉄所である光陽製鉄所第一期設備着工，１９９２年に
図表１
出所：「韓国経済と日韓経済関係」２０１５．６外務省アジア大洋州局日韓経済室
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は，総合竣工。現在はポスコの外国人持ち株比率
は過半数を超えており，新日本製鐵も５．０５％持っ
ているグローバル企業である。今の現在ポスコは，
売上６兆６千億，営業利益３．２千億円で世界屈指
の鉄鋼企業へ成長した。民間企業間の交流・協力
の代表的産物であるともいえるサムスン電子が三
星電子工業として設立したのは１９６９年，同年に三
星三洋電機，翌年に三星 NECと合弁会社を次々
に立ち上げ，技術導入と協力で電子・電機産業成
長の軌道に乗り出した。サムスン電子はスマート
フォンで世界首位に立ち，連結営業利益は１４年ま
での５年で倍増した。２０１５年現在，三星電子は売
上２０兆１５千億，営業利益２兆９千億円のフォー
チュン・グローバル５００で１３位にランクされた世
界屈指の大企業として成長した。
自動車産業も同様である。現代自動車は，三菱
自動車と７３年にエンジン技術の提供契約を結んで
本格的な自動車生産に乗りだした。現代自動車は
９０年以降，エンジンの自社開発を進めたが，その
後も三菱自は車台などの技術を提供し続けた。現
代自動車は北米市場で日本勢のシェァを侵食
し，１０年には傘下の起亜自動車と合わせた世界販
売台数で米フォード・モーターを抜いて世界５位
に浮上した。
２ 民間借款による経済協力と対日貿易赤字の
急拡大
初期には政府ベースの公共借款が主となったが，
‘ ７４年以後には民間ベースの経済協力が主となっ
た。日本の商業借款は，主にプラント輸出の形態
で借款が提供されたので，重化学製品の輸出拡大
に寄与した。三菱，三井，丸紅，伊藤忠等による
商業借款は中間材技術，原材料の輸出拡大に寄与
した。韓国側は重化学工業設備が製造業に導入さ
れて，セメント，肥料，PVC，化学繊維などの
自給化に寄与するようになった。
１） 直接投資による協力関係の展開
日本の対韓直接投資は１９６０年代の後半から始
まったが，７０年代前後，特に７２年以降急速に増加
した。７２年から７４年まで日本の直接投資の８割ほ
どが製造業投資だった。主に，労働集約的な消費
財部門に投資がおこなわれた。‘ ７３年，韓国の重
工業化の宣言以来，日本の対韓直接投資の重点も
重化学工業部門で履行されるようになった。１９６２
年から１９９５年末までの累計で，韓国の総外国人直
接投資で日本の比重を見れば件数面で２，６３９件，
全体の４９．９％を占める金額面では５３億１千万ドル
で全体の３６，７％を占め，２位であるアメリカは
１，１３０件（２５．２％），４２億２千万ドル（２９．１％）で
あった（図表３参照）。日本の直接投資は公共借
款，商業借款はプラント輸出という形態をとり，
各種の施設材および機械設備を提供するように
なって日本重化学工業の市場拡大と産業構造高度
化へ導いた。このような影響で，韓国における対
日貿易赤字は右方上がりの拡大を続けて，１９６５年
韓日基本条約締結以後５０年間，日本は韓国との貿
易で累計５１６４億ドル（約６３兆７０００億円）の黒字を
記録した。国交正常化の翌年の１９６６年，２億３０００
万ドルだった対日赤字は２０１３年には，２５３．７億ド
ルと約１１０倍に膨らんだのである。対日赤字が続
いているのは，韓国は主力輸出品目の半導体，液
晶などの生産に必要な中間財を主に日本から輸入
しているからである。高い技術力を必要とする中
間財を日本からの輸入に頼る韓国の産業構造は，
輸出すればするほど対日貿易赤字が増える構造に
なっている。
２） 日本の対韓直接投資と技術移転の現況
韓国の対日技術導入比率は，１９６２～１９９４年まで
の累計で，全体導入件数面で１位，技術代価支払
面では第２位を示している（図表４参照）。業種
別対日技術導入件数の現況を見れば，１９６２～１９９４
年で，機械（５９．８％），金属（５９．３％），精油化学
（５０．１％），電池・電子（４６．０％），通信（３１．０％）
等の主な業種での対日依存度が特に高いことが明
らかになる。
３ 韓日企業間産業協力の変化
韓日国交正常化がなされた１９６５年の韓国は，１
人当り国民所得が１００ドル程度の極貧国であった
が，現在２８０００ドル，GDP基準では１兆４千億ド
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（図表３）韓国投資外国人直接投資の国別構成（総認可基準）
区分
件 数 金 額
全体 日本 米国 全体 日本 米国
６２～６６ ８９ ５（１２．８） ２５（６４．１） ４７，４１１ ８，３２９（１７．６）
２４，９８４
（５２．７）
’６７～’７１ ３６０ ２４１（６６．９） ８５（２３．６） ２１８，６２０ ８９，６８８（４１．０）
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５８１，６２３
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’８７ ３７２ ２０７（５５．５） ９３（２４．９） １，０６３，３４７ ４９８，０３９（４１．７）
２５５，１４０
（２４．０）
’８８ ３５３ １７７（５０．３） １０４（２９．５） １，２８３，８３７ ６９６，２４４（５４．３）
２８４，４０１
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出所：財政経済院，外国人投資技術導入動向‘ ９６．２
（図表４）韓国の技術導入現況
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ルで世界第１１位の経済規模，年間５７００億ドルを輸
出する世界７位の貿易強国に成長したのである。
韓国は１９９７年にアジア通貨危機を体験したが，
国民の犠牲的な努力でまもなく再起し，今では外
貨保有高が約３７８４億ドルを越える国になった。
１９７０年代，朴正煕大統領がオイルショックを克
服して精力的に推進した重化学工業化戦略が成功
して，今韓国は先端情報産業部門でも世界的な競
争力を備えている。過去１０年間韓国の１０大輸出品
は半導体（１０．２％）自動車（１０．１％）無線通信機
器（８．３％）船舶（６．８％）石油製品（６．３％）コ
ンピュータ（３．９％）等の先端機器産業製品で構
成されている。このような経済的成功とともに韓
国は政治的自由，国家の透明性，生活の質などに
おいても先進国水準に肉迫している。
このような韓国の経済産業構造の変化とともに，
韓国と日本両国関係においても変化の兆候が本格
化している。その間，産業と技術の側面で韓国は
日本に対して一方的な依存関係から，今や相互依
存型，対等的協力関係に変わっている。
最近，円高が持続して日本の先端企業が生産基
地の韓国への移転を検討し，韓国企業との技術提
携および合弁事業など両国企業間の事業協力が次
第に活気を呼び起こしている。韓日企業間の産業
協力パターンも過去の一方的な技術導入中心から
共同開発および戦略的提携，資本参加，第３国で
の協力生産など多様化してきた。特に，最近になっ
て先進技術大国であるアメリカ，日本に研究所を
整えたり，M&Aを通じて先端技術を取得しよう
とする現象まで現れている。
韓日経済協力は１９６５年の国交正常化以来ずっと
拡大され，日本の対韓経済協力が韓国の持続的な
高度成長に相当な寄与をしてきたが，日本として
も重化学工業設備などの輸出を通じて日本の重工
業の発展と膨大な貿易黒字累計（５０年間；約５１６４
億ドル）の恩恵をうけている事実を否定できない。
韓国と日本は天然資源が貧弱で，狭い国土に多く
の人口を包容しているので，国際依存や国際協力
なしでは生きていくのに難しい環境に置かれてい
る国家である。
韓日両国の経済協力関係の基本的な方向として
は，今までの垂直的分業体制から水平分業体へ変
化し，戦略的互恵関係へと方向転換が最近起きて
いる。
 韓日企業間，戦略的互恵関係の新たな展開
１ 韓日企業CEOの戦略的互恵関係への展望
毎日経済（韓国）と日本経済新聞（１５．６．１２）
が韓・日国交正常化５０周年をむかえて共同で両国
CEO２０４人を対象に調査した結果によれば，韓・
日の企業中３つの内１つはインフラストラク
チャー開発や消費市場開拓のために第３国で協力
する意志があることが明らかになった。また，両
国企業 CEOは協力のシナジーが高い地域でベト
ナム，インドネシア，タイなど東南アジアの主な
６ヶ国を挙げた。今回のアンケート調査で，第３
国協力と関連して韓国企業は４５％，日本は２７．３％
が「協力する意志がある」と明らかにし，韓国企
業がより積極的な姿勢を見せた。協力希望地域は，
アジア開発銀行（ADB）に続きアジアインフラ
投資銀行（AIIB）設立で年８０兆円に達する投資
需要が予想されるアジア地域が８０％に達して圧倒
的に高かった。第３国で協力したい分野では△商
品開発（３７．７％・複数応答）△鉄道港湾などイ
ンフラ建設（３６．２％）△資源開発（２３．２％）△現
地マーケティング（２３．２％）が挙げられた。この
ような現象はすでに日韓企業間に成り立ってきた
ことが多数あることが分かる（図表５参照）。中
産層が爆発的に増加しているアジア消費市場を捉
えるために商品開発とマーケティングなどの分野
で両国企業が協力したいという意欲が高いという
ことが明らかになった。希望する未来の産業協力
分野として，韓国企業は少子化と高齢化関連ビジ
ネス分野で，日本企業はモノのインターネット
（IoT）関連分野で相手国企業と協力したいと答
えた。「韓国企業が日本に期待するのは，技術力
と日本が切り開いたアセアン市場での協業で，日
本は韓国の人材など経営資源活用を期待している。
両国が環太平洋経済パートナー協定（TPP）水
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準の協定を結べばより多くの知恵を共有できるだ
ろう。」と深川早稲田大政治経済学術院教授は強
調した。
２）近年の韓日企業間，相互協力関係事業の事例
最近日経新聞に紹介された韓日企業間の相互協
力関係進展の事例を見れば，製造業を含め IT
サービス，マーケティングまで幅広い範囲で韓日
企業間の相互協力関係が以下のように頻繁に行わ
れている様子が見られる（日経新聞２０１５／６／１０）。
（１）住友化学は車載電池部材を米に出荷を狙い，
リチウムイオン電池の主要部材のひとつ，セパ
レーター（絶縁材）の工場を韓国に新設する。８０
億～９０億円を投じて２０１７年にも稼働させる。自動
車部品の関税撤廃を目指す米韓自由貿易協定
（FTA）を活用し，電気自動車（EV）用電池の
部材を生産し，パナソニックと米 EV大手テス
ラ・モーターズが米国で建設する車載電池の工場
に出荷する見通しだ。住友化学が韓国でセパレー
ターを生産するのは初めてで，生産能力は年７千
万平方メートルと，世界需要の約１割にあたる。
原料調達や生産のインフラが整い，電子部品材料
の工場に拡張余地もあったため韓国生産を決めた。
（２）住友商事は，べトナムで韓国食品最大手シー
ジェイ・チェイル・ジェダン〈CJCJ）と製粉事
業に参入する。両社は，合弁で小麦粉工場を新設。
世界４位のベトナムの即席麺向け市場を開拓する。
経済発展に伴う食生活の変化で，即席麺以上に需
要の伸びが大きい製パン用にも売り込む。アジア
（図表５）日韓企業間，第３国での相互協力事業（プラント・インフラ）・（資源）関係関系事業事例
出所；ジェトロ「韓国経済報告」２０１４．１１
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を中心とする需要地で食料ビジネスを拡大し安定
収益源を確保，資源価格の変動に影響されにくい
利益構造を目指す（日経２０１３／６／２６）。
（３）ソフトバンクは，韓国のインターネット通
販大手，フォワード・ベンチャーズ（ソウル市）
に出資すると発表した。同社が７月上旬に実施す
る１０億ドル（約１２４０億円）の第三者割当増資を引
き受ける。出資比率は非公表だが５割未満の見通
し。韓国のネット通販市場は競合が激しいが，ス
マートフォン経由の取引が中心のフォワード社は
成長余地が大きいと判断した。アリババに投資を
通じて大きな利益を得たソフトバンクによるアジ
アのネット企業への投資は一段と加速している。
＊フォワード・ベンチャーズは昨年５月にアメリ
カのベンチャーキャピタルのセコイア・キャピタ
ルと，同年１２月アメリカ資産運用会社ブラック
ロックから合計４億ドル（約５００億ウォン）の投
資を受けたが，１年ぶりに海外で１４億ドル（約１７４０
億ウォン）の投資を誘致したのである。（日経２０１５／
６／４）
 韓日企業間戦略的互恵関係の展開事例
～電子産業・三星電子の事例を中心に～
１ 創業と事業前半期；三星の技術基盤構築戦
略
～日本電子企業との戦略的提携を中心に～
（姜判国（１９９３）pp．５‐９））
三星電子の電子産業進出と事業戦略は，韓国政
府の第２次経済開発５ヶ年計画（”６７～”７２年）期
間で特に重化学工業および電子産業に注力すると
いう政府方針が発表された。その後，電子工業振
興法が１９６８年１２月に制定され，電子工業は韓国に
おいて新しい輸出戦略産業として浮上した。この
ような状況の下で，消費財産業にだけ安住してい
ては将来持続的な成長を継続できないと判断した
三星は，三星電子工業株式会社を６９年１月１３日に
設立，日本のサンヨー（三洋）電気と合弁会社三
星三洋電気が設立された。三星電子はサンヨー電
気以外にも日本の電子関連先進企業とも技術導入
契約を結んで，７０年１月に NECと三星電子 NEC
を設立した。７２年には，総数２５人の技術研修生を
技術導入のため派遣し，技術習得をさせた。７３年
２月には，三洋と新しく技術支援契約を締結，三
星電子の「水原」の電子団地内に三洋との合弁会
社三星電子三洋パートが設立された。三星三洋
パートは，TV生産の中核部門のチューナー偏向
コイル高圧トランスコンデンサなどの生産を担当
することになった。
７３年１２月には，米国のコーニングと共同で三星
電子コーニング（株）を設立して，ブラウン管用
のバルブガラスの生産に着手した。同工場は７７年
５月２７日竣工，同時に TQC事務局を設置，全社
的な品質管理運動を展開して，７７年９月には米国
の UL規格の承認を得ることになり国際競争が可
能になった。７３年８月１日，三星電子はサンヨー
電気と冷蔵庫製品の技術導入契約を締結して，７４
年２月には設備と部品の調達および設置を完了し，
試行生産に入った。７４年８月には，品質運動を専
門に担当してきた理工系の出身の姜専務が異例的
に社長に昇進した。７５年２月には三星電子三星電
気三星電管を統括することになった。組織の再編
成も行われた。７７年３月２３日に三星電管を吸収合
併して，二元化生産体制を一元化することによっ
て効率的運営をすることになった（図表２）。７７
年１２月５日に米国 GET社との共同投資で通信産
業に参加，７９年１２月１９日に他の国内３社と共同で
韓国電子通信を取得することになった。コン
ピュータの生産のために三星電子は米国のヒュー
レットパッカード社と合弁会社三星ヒューレット
パッカード社を設立し，PC，プリンタなどの生
産供給を開始した［姜（１９９３）］。
１９８３年に米Micron Technologyから技術支援
契約とライセンシングを通じて６４K２５６K DRAM
のデザイン技術を導入した。シャープから技術研
修を含んだライセンシング方式で CMOS工程技
術を土台に，その間蓄積してきた半導体製造技術
を応用して，内部で工程および検査．組み立て技
術を自主開発しながら６４KDラムの試作品生産に
成功した。続いて２５６K DRAMの量産化に成功し
韓・日企業間戦略的互恵関係の展開，その現状と課題
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ながら核心的な技術力を蓄積し始めた（権ら
p．６９）。７７年１２月 に は，米 国 ICII（Integrated
Circuit International Inc）と共同出資で設立され
た韓国半導体を引き受けグループ内の電子系列会
社に統合した。８０年代に世界的に保護貿易主義が
強化される中で，電子産業においては急速な技術
革新，製品の多様化などによって組織間のシステ
ム化が進展した。これに伴い，三星電子は家電製
品半導体産業用電子機器の統合的生産運営による
利点を最大限に生かすために，８８年１１月１日統合
経営体制に入った［姜（１９９３）p．１１］。
２ 事業後半期；三星電子のグローバル・オー
プン戦略的提携の展開；［姜・平野（２０１２）］
創業後十数年間，サムスン電子は主に日米電子
企業との多種多様な電子技術に関する戦略的提携
による技術吸収戦略を展開しながら培ってきた R
&Dの努力を傾けて，それぞれの特許技術を確保
していた。
２００３年に米国特許登録１万件を突破し，続いて
２００４年に世界６位となりその地位が高まり，世界
の先進企業と対等な立場でクロスライセンス契約
を締結することになった。その代表的な例が，日
本のソニーとのクロスライセンス契約である。特
に２０００年代以降，デジタル化，ブロードバンド
（Broadband）ネットワーク技術で，ソニーとの
より一層優れた特許技術を保有していた。両社
は，２００３年１２月にクロスライセンスのための検討
作業に入ったが，１年後の２００４年１２月１５日，正式
に契約を締結した。このクロスライセンス契約の
条件に含まれている特許は，基礎半導体技術と業
界標準の技術であった。続いて２００６年に三星電子
は，台湾の代表的な LCDメーカーの AUオプト
ロニクス（AUO）とも，クロスライセンス契約
を締結した。ライセンスの使用範囲は LCD関連
技術をはじめ，次世代ディスプレイとして脚光を
浴びている有機発光ダイオード（OLED），LCDTV
関連技術の特許をすべて含む非常に包括的な契約
だった。このようなクロスライセンス契約は，韓
国と台湾の企業の間では初のことであった。これ
は，LCDの分野で世界１位の三星電子と世界３
位の AUOとの間の技術協力が本格化するという
点で，両社との競争関係にある両国の LCD業界
を緊張させるに十分であった。
２００７年にも三星電子は，世界ソフトウェア業界
をリードするマイクロソフト（MS）と特許の相
互使用を骨子とした広範なクロスライセンス契約
を締結した。特に，この契約によって，三星電子
は，コンピュータ，セットトップボックス，DVD
プレーヤー，TV，プリンタ，生活家電製品など，
従来の製品と将来の製品ファミリーに対するMS
の特許技術を利用できるようになった。そして，
MSも三星電子のデジタルメディアやコンピュー
タ関連の特許を広範囲に使うことがあり，これを
契機に，両社は共に，“ 特許ポートフォリオ戦略”
を駆使して基礎を用意した。三星電子とMSは，
それぞれ世界的にハードウェアとソフトウェアの
分野で先頭を走る企業であるという点で，特許の
共同利用によるシナジー効果がそれだけ大きく
なった。これにより，三星電子は，MSの最先端
のソフトウェアを搭載したコンピュータ，DVD
プレーヤー，MPSプレーヤーなどを開発し，そ
の過程で弱点として指摘されてきたソフトウェア
とコンテンツの競争力を高めることができた。こ
のように三星は，製品技術開発のイノベーション
だけでなく，マーケーティング標準化戦略分野な
どソフトイノベーションに至るまで，世界の先進
企業からベンチャー企業に至るまで，グローバ
ル・オープン戦略的提携を展開し，相互WIN－
WIN戦略を推進してきたのである（図表６参照）。
 むすび
上記に考察したように，韓国の経済発展の基礎
になり産業化が進むようなったのは日本からの政
府ベースの公共借款と７４年以降の民間ベース経済
協力が主となった。日本の商業借款は主にプラン
ト輸出の形態で，韓国の重化学工業設備や製造業
に投入されてセメント，肥料，PVC，化学繊維
などの自給化に寄与するようになった。一方，こ
姜 判国
― ４８ ― RIMIS SU，No．２３，２０１７
のような影響で，韓国における対日貿易赤字は右
方上がりの拡大を続けた。
１９６５年の韓日基本条約締結以後５０年間，日本は
韓国との貿易で累計５１６４億ドル（約６３兆７０００億
円）の黒字を記録した。国交正常化の翌年の１９６６
年，２億３０００万ドルだった対日赤字は２０１３年２５３．７
億ドルと約１１０倍に膨らんだ。対日赤字が続いて
いるのは，「韓国は主力輸出品目の半導体，液晶
などの生産に必要な中間財を主に日本から輸入し
ているからである」。韓国の電子産業は，主に日
米電子産業のそれぞれの企業との戦略的提携によ
る技術を吸収，経営活動を展開しながら培ってき
たさまざまな技術をもとに，新しい技術開発，研
究開発に必死の努力を続けて特許技術を確保して
きた。
上記で見たように，韓日企業は競争と協力関係
の中で共存共栄の関係を持続的に構築して，最近，
両国の企業は世界市場で激しく競争しながらも，
同時にお互いに緊密な協力関係を通じて，WIN－
WINの関係を構築している。一方，最近，日本
のマスコミは，ソニー，シャープやパナソニック
など日本の薄膜液晶 TVおよび半導体分野での企
業の業績不振と三星電子などの韓国企業の業績好
調を比較して報道する傾向が多く見られる。この
ような報道により，日本国民は韓日両国の企業が
激しい競争関係にあるという点だけに注目し易く
なる。しかし，三星電子を始めとする韓国の電子
メーカーは，携帯電話，LCDなど先端製品を生
産するにあたって，日本の機械装置および材料，
部品等を多数採用している。三星電子等の成果の
かなりの部分は，素材や部品や機械装置関連の日
本企業との協力のお陰でもある。三星電子だけで
取引企業の数は約５，０００社にもなる（石田三星ジャ
パン元社長）。韓国企業が業績好調の時には，取
引先の日本企業も大きな利益を得ている（＊１９６５
年韓日協定以後５０年間の対韓累積貿易黒字
（図表６）三星のグローバル・オープン戦略的提携の展開事例
提携者 時期 分野
Nokia ２００７年４月 DVB-H標準ソリューションと端末機関連共同技術開発
Microsoft ２００７年４月 デジタルメディアやコンピュータ関連の特許を広範囲に使う
Limo ２００７年１月 LinuxPlatform共同開発のための法人設立（三星電子，Vodafone，DoCoMo，Motorola，NEC等）
SONY（S-LCD） ２００６年７月 LCD８世代（２，２００＊２，５００mm）生産ライン共同投資
Intel&MS ２００６年３月 極小型モバイル PCUMPC共同開発
SunMicrosystems ２００５年７月 ソリューション事業分野，次世代企業電算システム構築分野協力
Covad ２００５年６月 アクセスゲートウェイ供給契約締結
Lowe’ s ２００５年６月 ロウス社１千１００ヶ売り場へ家電製品供給
VDL ２００５年２月 地上波 DMB事業化協力
Charter ２００５年１月 デジタル TV両方向サービスケーブル放送受信装置，Set-topBox共同開発
KDDl ２００５年１月 東日本地域 CDMA２０００１xEV-DO網装備供給
Sony ２００４年７月 クロスライセンス
Qualcomm ２００４年１２月 モバイルデスプレイデータ伝送（MDDI）技術協力
Toshiba（TSST） ２００４年４月 光貯装機器製品開発およびマーケティング
Sony（S-LCD） ２００４年３月 LCD７世代（t，８７０＊２，２００mm）製品生産合併会社設立
HP ２００３年９月 インクジェットプリンタ分野技術協力
Napster ２００３年９月 三星電子一ネアップスタープレイヤー出資技術開発マーケティング
Matsushita ２００３年１月 DVDレコーダ技術標準化，共同生産，共同マーケティング
BestBuy ２００２年７月 ５００ヶ所の流通網を通じて両ドア型冷蔵庫販売
出所：www.samseung.com抜粋修正掲載
韓・日企業間戦略的互恵関係の展開，その現状と課題
― ４９ ―四国大学経営情報研究所年報 第２３号 ２０１７
５，１６４億ドル）。
韓国の経済成長が，日本側から見れば師を越え
た弟子に対する一種の妬みが「嫌韓」論を勢いづ
かせる一因になったことを報じているマスコミも
ある。韓日交流は，施恵や従属という一方的な言
葉で説明できない両面性をもっている。韓日企業
間関係が微視的観点からよりも，大局的観点で緊
密な関係性を持続的に維持し，相互が持つ長所を
生かし短所（図表７参照）を補おうとするならば，
今開かれ始めた東南アジア，アフリカなどの BOP
市場（年間所得＄３，０００以下の４０億人口で構成さ
れる人類最大の巨大な市場である）で，インフラ
改善，生活の質向上などの多様な分野で，その役
割が大きく期待される。
今現在は開かれてない北朝鮮は期待すべきブ
ルーオーシャンであろう。その理由は，北朝鮮に
は開発されなかった天然資源がまだ多く埋蔵され
ていることや，よく熟練した低賃金労働力が多い
ことである。また，この地域を通る鉄道が開通す
ることになれば，アジアとヨーロッパの全地域と
連結される物流の大革命が起きる可能性があるか
らである。
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（図表７）SWOT分析による韓国企業の強み・弱み
強み（Strength） 弱み（Weakness）
・迅速な意思決定
・（日本）より手ごろな価格設定
・向上した品質・性能・デザイン
・製品・経営の徹底的な現地化
・積極的なマーケティング
・重点地域を重視した地域戦略
・核心・源泉技術の不足
・弱い中堅・中小企業
・部品・素材の高い日本依存度
・耐久性・精度の不足
機会（Opportunity） 脅威（Threat）
・官民共同のトップセールス
・FTA ネットワークの拡大
・中国製品の台頭
・世界経済の低迷
出所：ジェトロ「存在感高める中国・韓国企業」の資料をもとに作成
姜 判国
― ５０ ― RIMIS SU，No．２３，２０１７
